




（通称：第 9 次地方分権一括法，第 9 次一括法）
が 2019（令和元）年 5 月に成立，6 月に公布され
た。それに伴い，図書館法等が改正された。ま
た，著作権法の一部を改正する法律が 2018（平





























































育機関と呼ぶ（地教行法 23 条 1 項 1 号）。首長が
管理執行することになった事務を特定事務と呼ぶ





























































































































い（社会教育法 8 条の 2）。
● 教育委員会は，必要と認めるときは，特定事
務について首長に対して意見を述べることが







































著作権法の一部を改正する法律が 2018 年 5 月















































































































104 条の 11 から 104 条の 17 で，指定管理団体
の指定の基準や補償金の額等について定めてい

























いた。それに基づき，著作権法施行令 2 条 1 項が
定める図書館等は，著作物を視覚障害者等が利用



















































































70 年存続することに改められた（従来は 50 年存
続。著作権法 51 条。なお，無名または変名（ペ
ンネーム等）の著作物や，団体名義の著作物の保
護期間は，公表後 70 年（52 条，53 条）。映画の































































































４） 井上奈智．著作権法改正とマラケシュ条約と TPP11 によ
る図書館実務への影響．図書館雑誌．vol.113，no.2，2019，
p.72︲74．




























































  https://www.kottolaw.com/column/001689.html，（参照 
2019︲09︲26）．
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